
小学校設置基準・中学校設置基準  （平成14年３月29日文部科学省令第14号・第15号）  

 

第三章 施設及び設備 

第八条 （校舎及び運動場の面積等）校舎及び運動場の面積は、法令に特別の定

めがある場合を除き、別表に定める面積以上とする。ただし、地域の実態その

他により特別の事情があり､かつ､教育上支障がない場合は、この限りではない。 

 ２ 校舎及び運動場は、同一の敷地内又は隣接する位置に設けるものとする。

ただし、地域の実態その他により特別の事情があり、かつ、教育上及び安全上

支障がない場合は、その他の適当な位置にこれを設けることができる。 

 

 

小学校設置基準 別表（第 8条関係）    中学校設置基準 別表（第 8条関係） 

 

        

 

 

 

 

 

 

イ 校舎の面積 

生徒数 面積（平方メートル） 

1人以上40人以下 600 

41人以上480人以下 600＋6×（生徒数－40） 

481人以上 3240＋4×（生徒数－480） 

ロ 運動場の面積 

生徒数 面積（平方メートル） 

1人以上240人以下 3600 

241人以上720人以下 3600＋10×（生徒数－240） 

721人以上 8400 

イ 校舎の面積 

児童数 面積（平方メートル） 

1人以上40人以下 500 

41人以上480人以下 500＋5×（児童数－40） 

481人以上 2700＋3×（児童数－480） 

ロ 運動場の面積 

児童数 面積（平方メートル） 

1人以上240人以下 2400 

241人以上720人以下 2400＋10×（児童数－240） 

721人以上 7200 

参考資料７ 



小学校及び中学校に係る基準 

区分 小学校 中学校 

一般的基準 補助基準等 一般的基準 補助基準等 

学校

の設

置 

教育上適切な環境に定

める。 

（学教法施行規則１条２項） 

通学距離がおおむね４km

以内 

(施設費国庫負担法施行令3条1

項2号) 

教育上適切な環境に定

める。 

（学校法施行規則１条２項） 

通学距離がおおむね６km

以内 

(施設費国庫負担法施行令3条1

項2号) 

学校 

規模 

１２～１８学級を標準 

（学教法施行規則１７条） 

分校は５学級以下 

（学教法施行規則１８条） 

おおむね１２～１８ないし２

４学級（施設費国庫負担法施行

令３条） 

１２～１８学級を標準 

（学校法施行規則１７条、５５

条）分校は２学級以下 

(学校法施行規18条、55条） 

おおむね１２～１８ないし２

４学級（施設費国庫負担法施行

令３条） 

学級 

編制 

1学級50人以下を標準 

（学教法施規則２０条） 

１学級  ４０人 

（標準法３条２項） 

1学級50人以下を標準 

(学校法施規則２０条５５条） 

１学級  ４０人 

（標準法３条２項） 

教職

員  

校長、教頭、教諭、養護

教諭、学校栄養教員、事

務職員を置く。（学教法２８条

１項等）各学級に専任の教

諭１名以上を置かなけれ

ばならない 

（学教法施行規則２２条） 

学校規模等に応じて、校

長、教頭、教諭、養護教

諭、学校栄養職員、事務

職員等の定数の標準を定

めている（標準法６条、７条） 

標準的な教諭数 

（標準法６条、７条） 

校長、教頭、教諭、養護

教諭、学校栄養職員、事

務職員を置く 

（学教法２８条１項、４０条等） 

１学級当たり教諭２名をお

くことを基準とする 

（学教法施行規則５２条） 

学校規模等に応じて、校

長、教頭、教諭、養護教

諭、学校栄養職員、事務

職員等の定数の標準を定

めている（標準法６条、７条等） 

標準的な教諭数 

（標準法６条、７条） 

施  

設  

学校の目的を実現するに

必要な校地校舎、運動

場、図書館、保健室の設

置 

（学教法施行規則１条１項）  

学校規模に応じて校舎等

の必要最低面積（国庫補

助限度面積）を定めている 

（施設費国庫負担法施行令７条） 

（例）１２学級 

校舎 ３，８８１m2 

屋内運動場 ９１９m2 
 

学校の目的を実現するに

必要な校地校舎、運動

場、図書館、保健室の設

置 

（学教法施行規則１条１項） 

学校規模に応じて校舎等

の必要最低面積（国庫補

助限度面積）を定めている 

(施設費国庫負担法施行令7条） 

（例）１２学級 

校舎 ５，１２９m2 

屋内運動場 １，１３８m2 
 

設備・

教材 

学校の目的を実現するに

必要な校具の設置 

（学教法施行規則１条１項）  

学校規模に応じ標準的に

必要とされる教材の品目

（３６７品目）数値を示して

いる。（通知） 

理科教育、算数教育に

必要な設備について定め

ている。 

（理科教育振興法施行令２条等） 

学校の目的を実現するに

必要な校具の設置 

（学教法施行規則１条１項） 

   

学校規模に応じ標準的に

必要とされる教材の品目

（３１７品目）数値を示して

いる。（通知） 

理科教育、算数教育に

必要な設備について定め

ている。 

（理科教育振興法施行令２条等）  

（注）   

学教法・・・・・・・・・・学校教育法 

施設費国庫負担法・・・・・・・・・・義務教育諸学校施設費国庫負担法 

標準法・・・・・・・・・・公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律 

 


